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指定都市「国の施策及び予算に関する提案（通称：白本）」について 

１ 「国の施策及び予算に関する提案」の趣旨及び概要 

 ・指定都市は、近年の社会経済情勢の変化に伴い様々な財政需要の増加する中で、

財政運営は極めて厳しい状況に置かれている。このような状況の中でも、圏域にお

ける中核都市として、先駆的かつ先導的な役割を果たし、様々な緊急かつ重要な施

策を積極的に推進していく必要がある。 

・「国の施策及び予算に関する提案」は、国予算の概算要求の前に、来年度の国の 

施策や予算に関する指定都市に共通する重要項目について、市長会と議長会の連名 

で、国に提案するものである。 

・提案項目については、新型コロナウイルス感染症関係から１項目、税財政・大都

市制度関係から５項目、個別行政分野関係から１０項目が選定されている。 

２ 令和３年度指定都市提案（令和２年度作成分）について 

（１）取りまとめの経過 

※今年度の取りまとめ幹事市：神戸市 

令和２年４月 

～令 和 ２ 年５月 

原局局長会議及び指定都市市長会において、提案項目・内容

を調整 

令 和 ２ 年６月 指定都市市長会（窓口・財政担当局長合同会議）にて提案（案）

が決定 

令 和 ２ 年７月 市長及び議長の了承を得て、提案が確定 

資 料 １ 
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（２）提案項目 

＜新型コロナウイルス感染症関係＞（１項目） 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止と社会経済活動維持の両立に向けた対応

＜税財政・大都市制度関係＞（５項目） 

① 真の分権型社会の実現のための国・地方間の税源配分の是正 

② 大都市税源の拡充強化 

③ 国庫補助負担金の改革 

④ 地方固有の財源である地方交付税の必要額の確保と臨時財政対策債の廃止 

⑤ 多様な大都市制度の早期実現 

＜個別行政分野関係＞（１０項目） 

⑥ 子ども・子育て支援の充実   

⑦ 「ＧＩＧＡスクール構想」実現に向けた制度の充実 

⑧ インフラ施設の長寿命化対策   

⑨ 子育て家庭等の経済的負担の軽減措置や子どもの貧困対策   

⑩ 医療保険制度の抜本的改革及び国民健康保険財政の確立 

⑪ 介護保険制度の円滑な実施   

⑫ 学校における働き方改革の推進   

⑬ 義務教育施設等の整備促進 

⑭ 下水道事業における国土強靱化等のための財源の確保 

⑮ 生活保護の更なる適正化及び生活困窮者支援に対する財政措置 

３ 今年度の要請活動について 

・各指定都市が分担して、関係府省、政党及び地元選出国会議員に対する要請活動を

実施する。 

   ※本市は今年度、厚生労働省への要請を担当。
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【要請の背景】 

（１）地方自治体が管理する道路、河川、上下水道などの高度経済成長期に建設された

インフラ施設の多くについて老朽化が進行しており、適切な維持管理や更新を行わ

なければ、他国で見られた重大事故や利用制限等が発生して、国民生活や社会生活

に多大な影響を及ぼす恐れがある。 

そのため、地方自治体においては、事故の未然防止やコスト縮減、予算の平準化

を図るため、各インフラ施設の長寿命化計画を策定し、計画的かつ効率的な取組を

進めているが、次世代への良好なインフラ施設の継承を可能にするため、ライフサ

イクルコストの縮減を目指す予防保全型の修繕や更新等に必要な財源を安定的に確

保すべきである。さらに、インフラ施設がその機能を発揮し続けるためには、老朽

化に加えて地震・台風等の外力にも耐える必要がある。効率的にこれらの対策を推

進するためには、インフラ施設の耐震化・強靱化等を実施する「防災・減災、国土

強靱化のための３か年緊急対策」を令和３年度以降も継続し、インフラ施設の長寿

命化と連携することが重要である。 

（２）国においても、増加する維持管理費用の縮減に向け、推奨技術等に選定されてい

る有用な新技術について積算基準類を整備するなど、地方自治体が広く活用できる

よう、新技術等によるコスト低減手法の開発・支援に加え、道路施設等の維持管理

業務における包括的な民間委託といった新たな手法の導入についても情報提供等を

引き続き行うべきである。

８ インフラ施設の長寿命化対策  

（１）国民の生命と暮らしを守るためには、インフラ施設の計画的な維持管理・更新等

が不可欠であることから、ライフサイクルコストの縮減を目指す予防保全型の修繕

等への重点的な支援等を行うこと。  

（２）新技術等によるコスト低減手法の開発と包括的な民間委託といった新たな事業手

法の導入の情報提供等を行うこと。 

写真１ 橋梁崩落事故の状況         図１ メンテナンスサイクルのイメージ図

出典左：米国ミネアポリス橋梁崩壊事故に関する技術調査報告 2007 

写真２ 新技術の開発（点検法の見直し）   図２ ＡＩの活用（点検作業のコスト低減） 

出典左：橋梁維持管理技術の現場検証・評価の結果 出典右：Society 5.0 で実現する社会抜粋（内閣府 HP） 

（次世代社会インフラ用ロボット現場検証委員会） 

-16- 

22



23



24



25



26



27



28



29



参考資料 

指定都市「令和２年度 国の施策及び予算に関する提案」（白本）の 

主な成果について

●：提案

○：成果

１．地方固有の財源である地方交付税の必要額の確保と臨時財政対策債の廃止 

●地方交付税は地方固有の財源であることから、国の歳出削減を目的とした

総額の一方的な削減は決して行わず、地域社会に必要不可欠な一定水準の行

政サービスの提供に必要な額を確保すること。

○地方交付税等の一般財源総額について、令和元年度を 7,246 億円上回る 63
兆 4,318 億円が確保された。

●地方財源不足の解消は地方交付税の法定率引上げにより対応し、臨時財政

対策債は速やかに廃止すること。

○臨時財政対策債の廃止については、国の明確な方針は示されなかったが、前

年度から 1,171 億円減少した 3 兆 1,398 億円とされた。

２．医療保険制度の抜本的改革及び国民健康保険財政の確立 

●（医療保険制度の）一本化が実現するまでの間は、先般の医療保険制度改革

にとどまらず、更なる国費の追加など、国民健康保険制度が抱える構造的な

問題の解決に必要な財政措置を講ずるとともに、地方単独事業に係る国庫負

担金等の全ての減額措置を廃止するといった安定的な制度運営に向けた対

策を講ずること。

 ○都道府県化に伴い、平成 30 年度から追加投入された約 1,700 億円につい

て、令和 2 年度予算では財政調整機能の強化分に 800 億円、保険者努力支

援制度分に 912 億円、特別高額医療費共同事業分に 60 億円の合計 1,772 億

円が計上された。保険者努力支援制度分については、上記とは別に、予防・

健康づくりを強力に推進するため新規で 500 億円が計上された。

３．下水道施設の改築への国費負担の継続及び国土強靱化のための財源の確保 

●下水道施設の改築に係る国費負担について、下水道が担う公共的役割を将

来にわたり果たしていくため、今後増大する改築に対して確実に継続するこ

と。

○国の令和２年度予算では下水道施設の改築に対する国費負担が継続された。
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